






























騰,1981 年から1982 年にわたった合衆国全地域の経済不況そして1981 年8
月から行なわれた全国的な航空管制官ストライキにより，大打撃をうけた。1979
年来累積赤字3 億2,934 万ドルを計上したブラニフ国際航空会社は1982








第11 章適用の申請を行なった。しかしながら9 月27 日から当社はこれまで






























































い った。即 ち当局 は，国民 の経 済生活 に大 きな影響を与えて くるこれらの産
業 の市場 に， 積極的 に介入 して， 消費者保護，産業存続を理由 とす る，調和
的 経済活動 の実現を目論んだ。 具 体的 にこの政策 は，各 種の産業 規制法と，
そ れを監督 実施 す る機関 として の各 種 の委員会 設置に より行 な わ れて い っ
た。
ここで はそれの最初 の例として， 鉄道産業 の保護規制を目的 と した1887
年 の州際商業法 の制定と州際商業 委員 会の活動をあげることができ る。 こう
した政策により，国民 の経済生 活 の安 定と国内市場の健全な発達 を目的とし
て，反ト ラスト法 の適用除外，競 争 の自由 の一定の抑制が，同 じく国家 によ
り実施さ れてい った。 しか も反 ト ラスト法適用除外 によ る保護 規制 の論理
は，資本そして企業 経営にの みあて はめられたのではなく，労 働に もあては
められていくのであ る。19 世紀末以来 の国内産業，国内市場を対 象とした合
衆国連邦政府 の公共 政策は， このよ うな自由競争の促進 と競争制限 という対
照的な内容を もつ政策原 理によって運 用されて きたこと，国家 は適時 に硬軟
い ずれかの政策を実施しえたこと， このことはいくら強調して も強調 しすぎ
ることのない， 合衆国 公共政策 の特 徴なのであ る4）。1914
年 ウィルソン大統領 は，クレイト ン法を成立させるとともに「連邦取
引委員会」を も発足 させた。アメリカ資本主義 は，第一 次世界大戦終了後 に，
多数 の巨大企業 の出現に象徴さ れるような経済活動 の躍進そして繁栄を謳歌
したのであ ったが,1929 年 から発生 してきた大恐慌を経験することにより，
ますま す保護規制の中 に組 み入 れられていった。
崩壊 の危機に直面 したアメ リカ資本主義を再建し，国内市場を正常化す る
た めに，経 済活動 に一 定 の秩序 を 導入確立 し ようと努力 したのが， ニュ ー
テ ールのルーズヴェルト大統領 であ った。彼の政権担当 期間中 に，「連邦電力
委員会」（1930 年 ），「連邦通 信委員会」，「証券取引委員 会」（1934 年）,「国家
労働関係委員会」（1935 年）そして「民間航空委員会」（1940 年）が設置さ れ
た。 こうした中で， アメ リカ資本主義 は，計画され規制されながら，第二 次
世 界大戦を迎えたのであ る。
第二次世界大戦 での戦勝を契機 として，自由主義世界の盟主 になってい っ
たアメリカ合衆国 は,1950 年 代か ら，両大戦間期の繁栄を もしのぐ経済的好
況を経 験した。 しかしながらこの好況 も，諸外国 の経済復興 そして それらに
連動し た外国市場 におけ るアメ リカ製 商品 の競争力低下により，次第 に下 火
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に な って い っ た。1971 年 末 の ス ミソニ ア ン体制 の成 立 は，国 際 金 融 経 済 活動
の中 にお け る ア メ リカ 資 本 主義 の成 熟 と脆 弱化 とを 国 の 内外 に 明 示 し た深刻
な指 標と な って い った。
こうし た状況 に お い て，「強 い ア メ リ カ」そ して ア メ リカ 資 本主 義 活性 化 の
主 張 は， まず 連邦 政 府 の 公共 政 策再 検討 の要 求 と して現 わ れ て くる。 即 ち各
種の委員 会 に よ る保 護 規制 に よ り， 消費 者 へ の用役 （ サ ー ヴ ィ ス） が硬 直化
しかっ高 料 金化 し て き た と み な さ れる産業 の市 場 機能 の見 直 し と， そ こ で の
競争 の自 由 が指 摘 さ れて き た の で あ るレ たし か に,1960 年 代 中 葉 に は規 制関
係 機関の増 加 と そ れ に伴 う費 用 増 加 が著 しか った。 ス テフ ァ ン・ ブ ラ イ ア ー
によ れば，連邦 官 報 に掲 載 さ れ た 連邦 規制関 連 事 項 の ペ ー ジ数 は,1936 年 の2.599
ペ ージか ら1977 年 に は65,603 ペ ー ジに増加 し，同期 間 の 連邦 規 制関 係
予 算 も， 当 初 の そ れ の6 倍 に あ た る と い う。1965 年 合 衆 国 粗 生 産 物 の8.5
パ ー セント は，規制 さ れて い る産 業 で生 産 さ れ,1975 年 に そ れ は23.7 パ ー セ
ントに達 した の で あ る。5）
このよ うな 連邦 政 府 の 規制 拡 大 に 対 して， 次 の5 つ の批 判 が提 示 さ れた。
即 ち（1）規制 の た め の莫 大 な費 用, （2)費用 対効 果 が 余 り に も小 さ い, （3）規制 手
続 の不公平， 非 能 率, （4）規制 実 施 に み ら れる非民 主 性 と非 合 法 性 ， そ して（5）
規制効果 の 不確 実 性 で あ る。 し か もこ のよ う な非 難 は， 自 然 独 占 に よ って 成
立す るサ ー ヴィ ス産 業 で あ る所 謂 公共 事業 に も向 け られて い っ た ので あ る6)
このよ う な潮 流 の中 で,1960 年 代 末 か ら合 衆 国 で は い くつ か の規 制 の見 直
しが実行 さ れ た。1968 年 合 衆 国 最 高 裁判 所 は， アメ リカ電 信電 話 会 社 が 独 占
して いた通 信 装 置 の公 開 使 用 を 命 令 し,1969 年 に「連邦 通 信委 員 会」 は「 こ
の気運を更 に進 め た。1970 年 に「 連邦 準 備委員 会」 は銀 行預 金利 子 の自 由化
を,1975 年 に 「証 券 取 引 委員 会 」 は株式売 買 手 数 料 の自 由化 を 発 表 した。1980
年 に は鉄 道並 び に ト ラ ッ ク運 送 業 にお いて 免許 制 度 の見 直 し，運 賃 統制
の撤 廃が実 現 さ れ た。 こ の よ う に し て，1978 年 に 出現 して く る民 間 航 空産 業
界での規制 廃止 も， 合 衆 国 公 共 政 策 とい う巨大 な振 子 が， 自由 競 争 ・反 独占































イースタン， トランス・ワールドそしてユナイテッド） と国際線会社 （パ
ン・アメリカン）とが大きく発展してくるのである。
民間航空委員会による当産業界保護規制の体系は， ジェット航空機時代の




つ いての厳格な審査 に示 さ れる， 保守的態度 を崩 さなか った。 このような硬
直的 な行政指導の結果 は， 乗客を無視 した サーヴィス競争 の過剰 と高運賃更
には好戦的な職能別労働組合 と高賃銀 の出現 であ った。
合衆国民 間航空産業 界のこのような体質 を形成 させた非弾力的規制体系 の
見直 しは， 他 の反規制体系運動 の展開 と同様 に,1960 年代中葉か ら盛ん に
な ってきた。これには次 のよ うな原因 もあ った。即 ち1 郭0 年 代末から当産業
界に ボーイングB-747, ダ グラスDC-10 そ してロ ッキードL-lOU 等 の広胴機
が導入さ れてくる。 これらの機 種は，第一世代 ジェット機を はるかにしの ぐ
輸送能力 を もつ。 それは既存 の航空需要を はるかにこえ るものだ った。 こう
して高運賃，高費用を当然と みなしてい た当産業 界の秩序 を， 根源か らゆさ
ぶりかねない需給不一致発生 の素地が顕 わになり，新七い価格体系 そして秩
序成立の必要が生 れて きた のであ る。




















表la. 合衆国航空会社財務状況,1977 －85 年
年度197719781979
現預金市場性有価正券（ドル）1,820.52,111.91,809.8



































































































































































ト ランス ワー ルド
ブ ラニ フ
ウェス タ ー ン
ノース ウェ スト
コ ンチ ネ ンタル
パ ンアメ リカ ン
ナショ ナル
地 方航空 会社
ユ ーエスエ ア ー
レパ ブ リック
フロ ンティ ア ー
ピ エド モ ント
ヒJ3. ズエ アーウ エ スト




















































した措置 は，折か らもえあが ってい った合衆国上下 両院議会内外 の規制廃止
運動に，油を 注ぐような結果を もたらした。1975 年 にフ ォード大統領 のもと
で， 航空 産 業 規制廃 止 の新 たな法案 が検討 さ れ，E ・ケ ネ ディ そしてH ・
キャノン上 院議員 は，夫々が主宰 した公聴会の結果を基 礎に， 新航空 法案作
成 に着手 する。そして1976 年 に，大統領に当選 したカ ーターは，これまでの
規制廃止運動を一 挙に前進させた。 とりわけ彼 によ るカ ーン教授 の当委員 つ
いで委員 長任命 は， この運動 の展開 に決定的な意義を もたらした。 ヵ －ン委
員長 は， 新路線開設 そして割り引 き運賃の実現等， 矢つ ぎば やに自由化への
政策を実施 してい ったM）。こうした自由化 は，表la,b で示 される如 く，合衆
国 経済活動 の活撥化 に も助け られて，当産業 界に久方 ぶり の好況 を もたらし
たのであ る。
このような全国的 な状況の変化 の中で， 当初 は当産業 の規制廃止 に反対七
て いた業者団体「航空運輸協会JATA も，漸くそ れを撤 回す る動 きを示 し，
当産業界最大手企業 のユ ナイテッド もこれに追 従する。 しかしながら容易に
想像されるよ うに， 自由競争原理導入による，労働力 市場 という既得独占権
喪失 をおそ れて， 諸労働組合 は，一貫 してこの規制廃止 運動 に反対 していっ
た。 結局合衆国上下両 院議会では規制廃止論者が多数 を制 し， 法案 は大統領
の もとに付託 されてい ったのである。 十
「航空産業 規制廃止法」 は,4 ヶ年で当産業界 に存続す る主要経 済規制を，
逐次廃止す ることを 目的と したい981 年末日までに路線認定 権，そして1983
年元旦まで に同 じく運賃認定権を廃止 し，一定限度内 で自由化 する。 会社企
業 の合併，協約 そして兼任重 役等 の事項は,1983 年元旦 までに運輸省扱いと
なり，最後に民 間航空委員会 そのものが,1984 年末日 に消滅 し，残り業務は
運輸省が引 き継 ぐ。 こうして世界で も稀な「官が官を縛 る」事態 が出現 して
きたのであ る。
このような法 改正 の結果,（1）路線申請証明 の変 更一 一 社 の路線取得，開
設に反対する他 社のあ る場合，当 の反対 する会社がその反 対理由提示 の義務
を負 う (2)一定限度内で の市場参入自由,(3) 休眠路線 申請再開の自由，
(4)弾力的運賃帯 の設定,(5) 地方 自治体路線 の運 航停止告知手 続 の設定,(6) 小
地方 自治体路線 の10 ヶ年間 の営業継 続そして(7)失業 従業 員保護 規定 の義 務
づけ等が承認さ れたのである15)。
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表2b. 投 資収 益率 （％）
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-------- 一地方 航空 会社9.3012.194.889.7813.57
E.E.Bailey,D.R.Graham&D.p.Kaplan,Deregulatingtheairlines.Cambridge,
Mass 。1985,31.Table2,1 より。
だ。 そ の結 果 運 賃競 争 の 激化 は直 ち に予 想 さ れ， 会 社企 業 の吸収 合 併 も頻 発
す るだ ろ う。 そ して そ の 後 の事 態 は， こ の予 想 通 り に 進 んで い った。 お よ そ1985
年 ま で の当 産 業 界で は，シャ ー マ ン・ クレ イト ン的 法理 が 大 々 的 に 通 用
す る雰 囲気 がつ く ら れて い っ た16)。 事 実 当法 成 立 と時 を 同 じ く七 て,1985 年
来 スト ラ イ キ 保 険 と し て 航 空 会 社 が 参 加 ・利 用 し て い た 「相 互 援 助 協 定 」MAP
も廃 止 さ れた。 こ う して 労 働 争 議 にお け る資 本 家同 志 の共 同 行 為 は禁
止 さ れ た17)。 この よ う な状 況 が 進行 す る過程 で ， 経 営 合 理化 の手 段 と して 吸
規制廃止初期のアメリカ合衆国民間航空会社経営の実態65
収合併が，そして労賃引 き下 げによる労働組合の弱体化 が経営者 によって検
討されてい ったのである。
ではカ リフ ォルニアそしとテキサス州内航空産業 のいかな る特徴が， 規制
廃止論者に有利 な資料を与え ることになったのか。
まず留意さ るべ きことは，州内航空産業を監督 したのは，連邦 の民間航空
委員会ではなく，州 独自 の機関 であ ったことであ る。
カリフォルニ ア州 ではカ リフォルニ ア公共事業委員 会が， 州内航空産業を
掌握した。当州で は1949 年 にパ シフィック・サウスウェ スト航空会社（パ シ
フィック・サウスウェ スト）が， ロ サンジェルス， バ ーバ ンク， オ ンタリオ
そしてサンフランシスコ湾岸地方 の12 都市を中心 に，運 送業 務を開始した。
更 に1967 年 か らはエ ア・ カ リフ ォルニア会社 も， サ ンフ ラン シス コ湾岸地
方 と サンタ・ アンナを中心 に10 都市間 で同様 に営業 を始 め た。 こ れら州 内
航空会社とユナイテッド， トランス・ワールドそしてウェ スター ン等民 間航
空委員会管轄の州際幹線大手 航空 は，同一路線で競合 して いった。 しか も前
者 は後者に比 べて，格段 に安 い運賃を設定した。即 ち短距離（109 マイル）路
線 で，前者はマイル当り9.36 セ ント，後者 は16.85 セント，後 者 は前者比80
パ ーセント高，中距離（338－373 マイル）路線で前者 はマイル当 り5.02 セン
ト，後者 は9.68 セ ント，後者 は前者比で92.9 パ ーセント高 であ る。
州内航空会社が， その地 域性を考慮しながら安 い運賃を設定 した例 は， テ
キサス州航空委員 会の許可 により，航空業務を行なって いる サウスウェスト
航空会社 （サウ スウェスト） と州際幹線航空会社との運 賃比較 から も明 らか
になる。 ヒュ ー スト ンそ して ダ ラスを中心 に，4 都市 を市 場 と した サウ ス
ウェストは， 後者に比べて30 ～40 パ ーセント安 の運賃を 設定 し， しか も安
全吐に支障を きたすことなしに業務を続けてい た18）。
州内航空会 社によるこうした低運賃提供 の結果 は，当然予 想 される如 く，
当該会社市場占有率 の上昇 であった。 カ リフォルニア州の黄金路線 と もいえ
るサンフランシスコ・ロ サ ンジェ ルス路線について みれば， ユ ナイテッド の
市場占有率は1948 年 の62 パ ーセントから1965 年 の15 パ ーセ ントに下落し
た。しかしながら，パ シフィック・ サウスウェ ストは,1949 年 か ら1962 年 に
わたり約50 パ ーセントの年 間平均市場占有率を誇り,1964 年 に も約35 パ ー
セ ントのそれを維持 した19）。


































ス州を中心 にした石 油産業 の発展 によ り，西部地域における航空需要が増 加
したためであ る。 ブラニ フは， 第二 次世界大戦中に も，南下政 策を変更 しな
かった。当社はパ ナマ地帯保護 のための軍事輸送 に大 きな業績 を示 した。 す
でに1943 年 に当社 は， メキ シコ国内 で営業を継続 していたが,1948 年 に当
社路線は更 にペル ーの首都 リマに伸長 さ れた。社名 もまたその営業 発展にふ
さわしく，「ブラニフ国際航空会社」 に変更さ れた。1954 年 に ブラニフ兄弟
は，相ついで死去したが，当社 の発展 は更 に続いた。1955 年 に当社 は待望 の
ワシント ン・ニュ ーヨーク路線 免許を取得する。 またコ ンチ ネンタルを退社
したハ ーデング・ロ ーレ ンスが当 社社長 に就任 してからは，経営拡張 に一層
拍車がかかった。1967 年 に当 社 は，その南米路線網形成 に不可欠な要素とな
るパナグラ航空会社 の買 収合併に成功 した。更 に1969 年8 月か らは，テキサ
ス州を出発点 とするハワ イ路線運 航権を も獲得したのであ った23）。
ブラニ フ兄弟が健在だ った時期 の当 社の社風，それは「ブラニフ家族主義」
の言葉で表現される。 確かに彼 らは， 他人 の意見 に耳を 貸すことの少 ない所
謂専制的経営者であ った。 し かしな がら1953 年 の当 社機械工 労働組合 のス
トライキの際 に， ピケット・ ライ ンを堅 めている労働組合員 に，食事を差し
入れするような， 従業員 に対す る家父 長的姿勢を も示 していた。 こう士 だ企
業文化 の一型態 である家族主義 が，「 ヤ ンキー」の活躍 する合衆国東北部か ら
遠い南・西部地域において， コ ンチネ ンタル， デルタそして当 社の中 に存 続
していたことは，企業 文化 と地域 との関連を考察す る際に，注意さ れねば な
らぬ事柄であろう24）。 確かに家父長的経営者が， 持てる才能を充分 に発揮で
きる状況 にお いて は， その悪弊 は直ちに表面化しない。 しかし彼 がこの経営
権 を失う時期にこそ，経営 には最大 の緊張 と危機とが訪 れよう。1954 年 にブ
ラニフ兄 弟が当社を去 った時 に残さ れた状況， それは中・下級 経営幹部更 に
は一 般従業員 も， 全面的 に上級経営者 の指示 に盲従してい る雰囲気だ った。
こうした特徴 は， ビアードが社長 に就任 し， ついでローレンスが社長に迎え
られる1960 年代中葉 になって も変 らな かった。 彼は他社に比べて業務訓練
が驚くほど不完全だった企業 にふみこんでいったのであ る25）。
合衆国民 間航空産業界 に， 需給 の不均 衡が発生 して きた1960 年代後半 に
は，乗客を引 きつけ るのに必 要な運 航 サーヴィ スの質 の向上が大 きな課題 と
な ってきた。 だがテ キサス人以上 にテ キサス的 にな ったかのロ ーレ ンスに，













もみられた。当社は1974 年半ばから1978 年10 月にかけて，既存パイロット





















会社に前を抑 えられ，更 に新参入航空会社に， 後か ら追 いあげ られる当社の
如 き申小航空会 社にとり， この疾風怒濤の状況 にお いて は，成長 と規模 に目
を向 けるより も，効率と収益に，「すき間市場」開 拓 につ いて の厳密冷静 な検
討 こそ，最大 の問題なのであ った。
ではジェット機購入ではど うだったか。 ブラニフは新機材 購入 のために，1978
年度 に1 億8,600 万 ドル，そして翌79 年度に は，実 に7 億9,200 万 ドル
の資金を予定 し,1981 年度 までにB-72732 機,B-7478 機 そしてDC-101 機
を就航させようとする。これの資金源としての長期負 債は,1978 年度の3 億4,800
万 ド ルか ら翌年 度 には実 に5 億7,800 万 ドルと い う天文学 的数値に達
した。表3 のB 項目 の総長期負債の数値からも明 らかな如 く，当産業界が最
悪 の時期 に突入 したに も拘 らず， この数値 は破産年度 まで増加 するばかりで
あった。 ロ ーレ ンスの破天荒と もいえ る経営戦略 は， それにふさわしい結果
を生 みだしたといえよう28)。
このような経営業績の悪化 は， もしもロ ーレ ンスの周辺 に， しかるべき才
能 を備え た経 営幹 部が活躍 する限り， 或 る程度 阻止 さ れた こと は想像で き
る。 しか しながら1970 年 代中葉以 降の ブラニ フにはそのよ うな幹 部さえ存
在 しなか った。 ロ ーレ ンスが全 幅の信頼をお いて いた エド ・ アッカーはパ
ン・アメ リカ ンに去り，秀 れた経営財務家 であ った彼 の後 はうめられること
がなかった。 更 にローレンスが主宰 する取締役会議 への出席者 も兼任の取締
役 が多く，当社 の実情を正確 に把握 し，そ れに基づ く意見を彼 に具申する人
は少なか ったので あ る。 彼と当 社とは激変 する環境 の中 で次第 に孤立 して
いったのであ る29)。1978
年 度 はブ ラニ フの社業 が最高頂に達 した年 であ った。 純利益 は1977
年度 の3,670 万ド ルか ら4,520 万 ドルに，連結営業 収益 も約10 億ドルに上昇
した。このような業績を反映 してか，当社株の市場価格 も上昇 した。利用乗
客 も前年比 で，国 内線 は20.4 パ ーセントそ して国際線 で は56.4 パ ーセ ント
の増加であ った。3 月18 日にはダラス・フォートワ ース空 港か ら，当社待望
のイギ リス向 け一番機 が飛 びたった。8 月16 日か らはメ キ シコ市そして南
米諸 都市 への直 航便 も開始 された。1978 年当 初40,000 マ イルだ った当社路
線 は年末には60,000 マイルに伸長 される。この業績 は，ロ ーレンスによ れば
次の4 要因 によるものである。 即 ち(1)高性能 ジェット機 の就 航，(2淀 期便へ
のビ ジネス客 の増加,(3) 低費用営業 の有利性 そして,(4) 長年 の高収益に由来
70
























































































































D 。従業 員当 り収益（ド ル）39,67946,67751,43155,811A,B
















































































































































































人，運航発着員（ATDA ）50 人 そして地上事務員（IBT ）4,600 人
の労働契約 も支障 なく更新 さ れた のである31）。
客室乗
との間
務員（AFA ）2,250人，機械工（IAM ）1,550人，パイロット（ALPA ）2,000
当社航空機も,1977 年末の92 機（B-727-10023 機,B-727-20054 機,B-747-1001
機，DC-8-628 機,DC-8-51G 機）から1978 年末には103 機（B-727-10021
機,B-727-20064 機,B-747-1003 機,DC-8-624 機，DC-8-516




ン当り39.78 セントのジェット燃料が,1980 年には91.39 セントに上昇した。
このため1978 年に2 億1,088 万ドルの燃料費は,1979 年に4 億963 万ドル，1980
















なり,1980 年12 月末日に25 年にわたり勤務した当社を去っていった36）。
規制廃止初期のアメリカ合衆国民間航空会社経営の実態73
ロ ーレンスの後任者 はジョ ン・ ゲージであ る。 彼は社長 の座 につくや直 ち
に次の3 つの緊急対策，即 ち(i)収益向上のための保有 ジェット機 そして従業
員組織の再編成,(2) 不採算路線 の運 航停止 そして(3)航空機売 却を， 実施しよ
うとする。(1)につ いては，当 社の中心地であ るダ ラス・ フォートワ ース空港
発着便を，全運航便 の3 分 の1 以上 に集中 させ，従業員を11,500 人 まで縮少
する。(2)はコロ ラド スプ リ ング， デトロイト等4 国内線 そして パ リ， アムス
テルダム国際路線 の運航停止,(3) については「航空機販売 金融会 社」(ボーイ
ング航空機製造会 社の一子 会社) に1981 年末迄 の期限付 きでB727-2009 機
の売却を依頼した。 こうした努力 は表3 の同時期 のC ・D 項にお いて示 され
る如 く， 確かにさゝやかな生産性向上 の成果として表 わさ れる。 彼 は更 に債
務支払期 日の引 き のば しを 金融機関 に申 し入 れ，全 従業員 の賃銀 の10 パ ー
セ ント切 り下げを断行し たのであ る37)。
このような ゲージの努力 にも拘 らず,1980 年度末の ブラニフの経営業績 は
絶望的であ った。社外 か ら就 任していた取締役達 も次々と辞任 して いった。
結局彼は戦いに疲 れ,1981 年9 月 に，その雇用契約期間終了 を またずに辞職
する。当社の1980 年度年 次報告書 は，純損失1 億3,143 万 ドル，運転資金不
足1 億4,324 万 ドルそして総長 期負債 は5 億8,360 万ド ルの数 値を公表 して
い る。当 社の監査会計事務所 デロイト・ハスキス・ セルスは当報告書 におい
て，初めて「当社 は存続企業 として継続不可能 の恐 れが」生 じて きた ことを
明記 するまでになる38)。
前述したテキサス州内 航空 会社 サウスウェストの社長か ら転出 して， ブ ラ
ニフに移ってきたハワ ード・パト ナムは,1981 年10 月当初 に，当 社が10 日
分 の手持現金 しかなく，費用削 減 も殆んど実現されていない状況 にあ ること
に気づく。 その上39 主要 債権者への負債返済期限 も4 ヶ月後 に迫 っていた。
この苦境打開 のために，彼 は(1)大幅割り引 き運賃テキサス・ クラスの導入，
そして(2)18 人 の経営幹部 の解雇を行 なった。 この二つ の対症療法に加えて，1982
年2 月か らは，採算を無視 したかの如 き「一枚分で二枚 の切符」の発売，
その上当初のド ル箱路 線 となっていた南米路線を僅か3,000 万 ドルでイ ース
タンに貸しだす。1981 年度内 で国内の11 路線は閉鎖 され，ブ リッセル，フラ
ンクフルト路線 も廃止 された。1981 年 末に当社稼動航空 機は83 機 にへらさ
れた39)。




































た。そして1955 年に当社はパ イオニア航空会社を合併し，当社路線網 を ダラ
ス・フォートワースそして ヒュースト ンに も拡 げた。更 に当委員会 は，当 社
に デンヴァーを中点 とす るロ サン ジェ ルス， シカゴ路線開 設を許可 した。同
年12 月に彼はB-7074 機を含む最新鋭機24 機を発注した。 これは来 るべ き
ジェット機時代に備え るためであ った。 このために総額6,400 万 ドルの資金
が計上されたのである。彼 は更 に経営拡張を企てる。1968 年当社 は太平洋 マ
イ クロネシア地域の合衆国 信託統治諸 島への運航 のためにエア・マ イクロネ
シアを創設 した。当子会社は1977 年 に東京 そして1979 年 には香港に路線を
伸長 したのであ った。こうして1970 年代 まで に，四幹線大手 航空会社の規模
には及ばなかったが， コ ンチ ネ ンタルは中堅航空会社 とな っていったのであ
る41)。 犬
シックスは，伝記作家ロバ ート・ サーリングが『異端者 』でのべた如 く，
「航空産業 界 の武骨な個性主義 の持主 の最後 の一人」であり，自他共 に認め る
強烈 な創業者精神の持主であり， 多分 に家父長的性格を備えていた42)。 彼の
行動 は当産業界において絶 えず注目さ れて きたのであ る。
シックスの経営思想 は， 当 社の1971 年 度年次報告書 の中 で充分 に展開 さ
れている。即 ち，(1)経営 の死 重をへ らせ，若 く有能 な人を集めよ。 仕事の責
任と同 じく権限を も彼 らに与えよ。 社内 の官 僚主義 に忙殺 岑れるな。 正当な
意見 が発表 で きる雰囲気 をつ く れ。(2}最新 かつ最高 の機 器を 従業員 に与 え






































































































































































































































































































































ト燃料費は，前年比で55 パーセント増の2 億2,800 万ドルに達し，人件費も





























主役となった1960 年 代末まで，ダグラスDC-3 を就 航させていた。1968 年 に
ミネソタ企業 会社が貧弱極 まる当社を支配したのを契 機 に， 漸 くDC-9 が導
入されることになった。 社名 もまた， テキサス的 誇大|生を表わ したのだろう
か， テキサス国際航空会社 と変更 される。だが社名 はと もかく，当 社の経営
業績不振 は続 いた。1968 年 から1971 年 にかけて当社 の赤字 は2,010 万 ドル
であり， 運転資本 も1,800 万ドルの不足 であった。 このような長期に わた る
業 績 不振 の改善 の た め に， 主要 債権銀 行 の チェ ース・ マ ンハ ッ タ ンは，
ジェット・ キャピタルに当社の財務再建を依頼す る。1972 年 にロレ ンソは当
社社長 に就 任し， ジェ ット・ キャピタルは当社株式 の59 パ ーセ ントを取得
した。彼は当 社経営 の刷新 を断行する。即ち採算路線 にDC-9 を導 入 し，更 に
当時としては大 幅割り引 き料金であ るピーナッツ運賃を設定 する。 この試 み
は成功し，1976 年か ら当社 は純利益を公示 できるようにな ってい った。こう
した経過 の中で，彼 の財務能力がチェ ースを初めとする金融資本によ って高
く評価されるよ うになってい ったこと， これはその後 のテキサ ス・エ アの成
長を観察す る際に見逃 しえない重要な事柄であろ う47)。
テキサス国際航空 の経営 的上昇 を契機として， ロ レンソ はこれまで の守勢
の経営戦略を転換 七て，積極的 な攻勢 に替える。1978 年 に彼は当 社の3 倍の
経営規模を もっ 幹線航空 会社 ナショナルの乗取 りを企て， その株を貰 い集 め
る。 しか しながら，国 内線 への参入を策 していたパ ン・ アメ リカ ンもナ ショ
ナルの吸収合併 に食指を動 かす。 結局彼 はパ ン・ アメ リカ ンに， 当社取得の
ナショナル株210 万株を1 億800 万 ドルで売り渡す。同年 に当 社 はこの取 り
引きによる4,600 万 ド ルの税控除前利益 を計上 し,1979 年 には2 億3,420 万
ドルの総営業 収益 と，4,140 万 ドルの純利益の好業 績を発表 す ることがで き,
たのである48)。そして1980 年 にこのような活動を背景 にして持株会社 テキサ
ス・エアが設立 さ れた。
コ ンチネンタルは1979 年 に続いて1980 年に も,2,070 万 ドルの純損失を，
計上する。 これの打開 のために，当 社は経営合理化 の一つ として，路線網再
編成を同年9 月 か ら実行 す る。 それは有効座席マ イルの20 パ ーセ ント削 減
と10 パ ーセ ント以上 の従業員 の解雇であ った。 更 に当 社 は一旦民 間航空委
員会 により却下 された ウェ スタンとの合併交渉を再開 す る。 そして1981 年2
月にコンチネ ンタルの経営陣 は，当委員 会が今回 の合併申請 を許可 する方



































度 である。即 ちこの持株会 は， 従業員 個人 の代りに， まず自社株購入資金を
借り入 れる信託部を創設 す る。 この目的 のため，雇用者側は当信託部 に資金
を貸し付け， 更にここに定期的 に拠金 することで， 信託部はしか るべ き自社
株 を購入 す る。 ラッセル・ロ ング上 院議員 の支持 により成立 した1974 年 の
持株会法 は，合衆 国 にお いて 大衆資 本主義 を一 層促進 す るものと みなさ れ
た52)。 勿論 この制度 の運用 に は， 従業員福利厚生 の充実という大前提があ っ
た。そして当初 エッケルや チ ャック・ チールドを中心 に行な われた当持株 会
運動展開 に，距離をおいていた フェル ドマ ンを先頭とする当 社上級経営者達
も， ロレ ンソの計 画 に対 抗す るため にこの運動 に積極的 に肩入 れして い っ
た。当社の緊急 事態 の中か ら発生 して きた当持株会 の運動 は， このようにし
て その主要理念 から大 きく離 れてい ったのである。53)1981
年4 月5 日 にエッケルは， 当持株会が目標 とする未発行自社株1,540
万 株購入に は,1 億8,500 万 ドルが必 要なこと，そのために，これを従業員 賃
銀 からの拠金によりまかな うこと の当否と，当持株会運動 そのものの是非を
問 う投票を当 社の全従業員 に要請 した。4 月21 日 に当 社会計事務所は，全従
業員 の85 パ ーセ ントが投 票を返送し， その96.7 パ ーセントが当持株会運動
を支持してい ると発表 したのであ る54)。
当持株会案 が発表さ れてか ら， 当社 の主要銀行 は， チェ ース・マ ンハ
ッ タ
ンを除いて， この運動 に好 意 的だ った。 当 社 の主要銀行 への負 債 は約1 億5,000
万ド ルであ ったが，当持株会 が自社株を購入することにより，当社負債
の大半の返済は可能となり， 当持株会 が残金3,500 万 ドルの資金調達 に成 功
す るならば，当社，当持株会両者 と もさしあたり支障なしに存続す ることが
できる。 しか も主要9 銀行 は， 日をお かずに，購入資金調達の協力を当社 に
通達 して きたのであ る。 しかしなが ら問題 は残 っていた。 即ち1,540 万株 の
新株発行に伴って必然的 に発生 して くる発行済株帳簿価格の低下， 水増しで
ある。 これに対 して，当 社の自衛運動 に同 情的なレーマ ン・ ブラザーズとそ
の他 の金融機関 は, 低落す る帳簿価格 も1986 年 までには，当初 の水準以上 に
回復するとの楽 観的予測を行な ってい た。 当持株会を全面 的に支持 していた
従業員 は，勿論 この予測 に疑義 を はさ まなか った55)。
コ ンチネ ンタルの従業員を中心 として展開 された自社防衛運動に対 して，
当社所在地 のロ サンジェ ルスのみならず， コロンビアそしてテキサス州 の住



































ており， ここでの新株発行 も決 して不可能 とはいえなか った。 しかしなが ら
彼 は，当持株会への新株発行 につ いてここと折衝する前 に，カ リフ ォルニア
企業委員 会に新株発行 の許 可を申請 した。 またこの時期 にな って，彼 は漸 く
議会工作の重 要 さに気がっ き，真剣 に取り組 もうとする。 しか しながらこの
点 で もロ レンソは彼の行動を上廻 って いた。7
月13 日にカ リフォルニ ア企業 委員会 の ジェ ラルデ ン・ グリーンは， ロ
レンソの主張を全面的 に容認 する命令書を発表 した。彼女 は， コ ンチネンタ
ルの従業員持 株会 の運動 は明 らか に当 社経営 乗取 り防衛 計画 であ ると断定
し，前述 したニューヨ ーク証券取引所委員会 の決定 を全面利に支持 したので
ある。彼女を含む当企業 委員 会 の全委員 は，当持株会へ の新株発行 は， 株主
の承認 なしに， 発行 済株 の帳簿 価格 を半 減さ せる恐 れあり と判 定 したので
あった≒ 当委員会のこの命令書 は， フェルドマンにとって致命的 な打撃 と
なった。 これに加えて,8 月に全国 的規模で行なわれるようになった航空管
制官 のストライキで，当 社の運 航 は殆んど破 滅的状況になっていった。 また
運転資金捻出のために，彼 が フェデ ラル・エ クスプ レス航空 会社 と行 って い
たDC-!04 機 の売却交渉 も成功 しなか った。 こうして彼に向 って全ての壁
が崩 壊してい くようにみえ ていたのであ る。 精神的に追 いつめられた彼 は8
月9 日にピストル自殺を敢行 した60）。9 月3 日 に民間航空委員 会は， テキサ
ス国際航空による当社の吸収 合併を承認した。10 月12 日レ ーガン大統領 が
合併許可書に署名 して法手 続は終了 した。 フェルドマンの後任者 ジョージ・
ワードは,11 月25 日の当社取 締役会議が 「テキサス・エ ア社に対する抵抗
を止 め，協定を結 ぶことが，当 社並 びに株主 にとって最上 の利益である」 と
決議 したことを報告 したのである61）。
小 が大を併呑したと評 された， テ キサス国 際航空 によるコ ンチネンタルの
吸収 の経過 は次の二つを明 らかにしたといえる。即 ち第一 に， コ ンチネンタ
ルは，規制廃止後 の状況 が激変 している当産業 界において，自 らを存続させ
るのに必要かつ充分な経営政策 を断行 することのできる，時期 に即応 した経
営者 をみつけえなか った。両 社の合併交 渉において， 終始守勢 にまわ ってい
た フェルドマ ンには， ロレ ンソの もつ財務 的才能 は勿論のこと，自己の目的
達成 のためには√およそ利用七 うる全 ての手段 と機会とを駆 使しようとする
執着心がうすか ったので はない のか。 この異常 ともいえる当産業 界の移行期



































に予想されるように丿 この政策の実施 は，労 働組合側からの激しい反 撥を も
ひきおこすだろう。 このように， 抗争 の結果 は別として も， 労使双方 とも，
かつてゴンチ ネンタルでみ られたような家族意識は夢で しかないような緊張
した状況 の中 で，対決 することになるのであ った。1983
年8 月13 日に当社の機械工労働組合 は，当社側 か示 した20 パ ーセ ン
ト の賃銀引 き上げ とそれに代 る20 パ ーセ ントの生産性向上を拒否 して スト
ライキに突入す る。しかし当 社側 は,800 人分 の仕事を外注により補充し，更
に300 人 の整備工を新 た に採 用 す る。 こ うした会 社側 に優勢 な状況 にお い
て，当労働組合員600 人 はピケ ット ラインを越えて就労 して くる。 スト ライ
キは失敗に終 ったのであ る。
財務状況 が逼迫している中 で,9 月14 日にロレ ンソは当社の12,000 人 の
従業員に対 して自社株購入 （賃金天引 き） によ る財務改善 への参加を呼 びか
けた。 これが成功す るな らば,1 億5,000 万 ドルの費用削 減が期待さ れるの
である。このうち3,000 万 ドルは地上職員 そして経営幹部。2,000 万ド ルは機
械工労働組合員 そして1 億 ドルはパ イロ ットと客室乗務員組合 の負担とされ
た。しかしながら度重 な る就労 条件低下 の要求 に√パイロット達 は最早 や同
調 しない。当労働組合役員 はつ いに労 使交渉会議を も欠席す るまでになる。
ロレ ンソは当 社側の要請 への回答期 限を9 月19 日と設定 した。 そしてそ の5
日後の9 月24 日午後に彼 は新 コンチ ネ ンタルへの連邦破産法第11 章の適
用をヒュ ーストン破産裁判所に申請 したのであ る63）。彼は49 年 の歴史を もつ
当社の運航を自から停止 したのであ った。
新 コンチネンタルの経営者 側か， この衡撃的な申請により狙 ったことは，
何にもまして， 労務費 の削 減， 別言 す れば労 働条件強化 であ った。 彼らは
様 々な要素を考慮に入 れて作成 した「B 計画」により，年 間2 億5,000 万 ドル
のこの費用の節約を想定 したのであ った64）。
これまでの叙述そして表5a,b 更 には表6 の数値からも明らかな如 く，当
産業 界の労働賃銀 は，他産業 のそれに比 べて全般的に高額であ った。 とりわ
けパイロットの労働賃銀 はその中 にあ って も群を抜いており，労働貴族と称
された程であ った。しかしなが ら1978 年後 には, 労働組合が結成さ れていな
い，労務費負担 の少ない14 の航空会社 が当産業界に参入 してきた。労働集約
的 な性格の強い当産業 界において は， こめよ うな参入新会社 の有利 なことは
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飛行時間83 時間( 月間)，年間給与3 万3,000 ドルなのに対して，当社のパイ









規 制 廃 止 初 期 の ア メ リ カ 合 衆 国 民 間 航 空 会 社 経 営 の 実 態89
所 の 認 定 に よ る ， 債 務 者 未 履 行 契 約 の 実 行 或 い は 拒 否 の 権 利 を 当 該 会 社 に 与
え て い る 。 こ こ で 重 要 な こ と は ， こ の 未 履 行 契 約 に は ， 労 使 間 で 行 な わ れ た
団 体 交 渉 の 契 約 内 容 が 含 ま れ て い た こ と で あ る 。 明 ら か に こ う し た 当 法 第11
章 申 請 に よ り ， 当 社 経 営 陣 は ， 既 存 の 団 体 交 渉 契 約 の 一 方 的 破 棄 を 狙 っ た と
い え よ う67 ）。
■■ ■
会 社 更 生 の 申 請 に よ り9 月24 日 以 降 の 新 コ ン チ ネ ン タ ル は 法 的 拘 束 状 況
の 中 に お か れ て い た が ， 当 社 は 直 ち に ， 少 規 模 な が ら も 運 航 業 務 を 再 開 し た 。
し か も 当 社 の9 月 の 新 運 賃 は ， 全 便 が 片 道49 ド ル と い う 破 格 の 値 付 け （10
月 は75 ド ル ） で あ っ た 。 こ れ と 同 時 に 上 級 パ イ ロ ッ ト の 給 与 も 労 働 組 合 指 定
の 年 間 平 均 額 を 大 き く 割 っ た4 万3,000 ド ル と 通 知 さ れ る 。 ロ レ ン ソ の 給 与
も ま た 年 間25 万7,000 ド ル か ら パ イ ロ ッ ト の 新 給 与 額 と 同 額 に 引 き 下 げ ら
れ て い る 。 こ う し た 一 連 の 措 置 に 対 し て ， 当 社 パ イ ロ ッ ト 労 働 組 合 は, 十不 法
労 働 行 為 に あ た る と し て ， 当 社 を 破 産 裁 判 所 に 訴 え た 。 更 に 当 労 働 組 合 は ，10
月1 日 か ら ， 全 国 本 部 の 強 力 な 財 政 援 助 を 背 景 に ス ト ラ イ キ を 断 行 し ， こ
れ に は 当 社 の 客 室 乗 務 員 組 合 も 同 調 し て い っ た 。 し か し 度 重 な る ス ト ラ イ キ
と ， 当 社 の 報 復 を 恐 れ て か ， パ イ ロ ッ ト の 多 く は ， 自 組 合 幹 部 の ス ト ラ イ キ
指 令 に 従 が わ ず ， 更 に 乗 客 の 支 持 も え ら れ ず 結 局 こ の ス ト ラ イ キ は 失 敗 し
た 。 こ れ か ら の 成 果 は 労 働 組 合 内 の 幹 部 と 一 般 組 合 員 の 分 裂 な の で あ っ た68) 。
創 業50 年 目 を 迎 え た1984 年 に 新 コ ン チ ネ ン タ ル は ， 再 び 営 業 業 績 上 昇 の
気 流 に の る こ と に な っ た 。 そ れ は ま ず 同 年1 月 に 連 邦 破 産 裁 判 所 が ， 当 社 パ
イ ロ ッ ト 労 働 組 合 の 提 訴 を 却 下 し た こ と か ら 始 ま っ た 。 そ し て2 月23 日 に
合 衆 国 最 高 裁 判 所 は ， 破 産 会 社 と 団 体 交 渉 契 約 破 棄 に 関 す る 「 国 家 労 働 関 係
委 員 会 対 ビ ル デ ィ ス コ 会 社 」 事 件 に つ い て の 判 決 を 行 な う 。 当 裁 判 所 は ， ま
ず 下 級 の 破 産 裁 判 所 が 労 働 契 約 是 否 の 判 定 に つ い て 大 幅 な 裁 量 権 を も つ と 規
定 し て ， そ の 判 決 を 尊 重 す る と と も に ， 更 に 破 産 裁 判 所 に 正 式 に 〔破 産 を 〕
申 請 す る 前 に ， 団 体 交 渉 契 約 を 一 方 的 に 破 棄 し た と し て も ， 不 法 労 働 行 為 に
は あ た ら な い と の 判 断 を 明 示 し た 。 こ う し た 判 決 は 当 社 や ， こ れ ま で の 営 業
不 振 と 労 働 組 合 の 攻 勢 で 苦 境 に あ っ た 他 の 航 空 会 社 の 労 使 関 係 に も 決 定 的 意
味 を も つ こ と と な っ た 。 即 ち 会 社 側 の 一 方 的 な 労 働 規 約 の 提 示 が 正 当 化 さ れ
る と と も に ， 逆 に こ う し た 状 況 の 中 か ら 生 じ て く る 労 働 組 合 員 の ス ト ラ イ キ
権 行 使 は ， 不 当 労 働 行 為 と 判 断 さ れ る 可 能 性 が 生 れ て き た の で あ る69 ）。 こ う
し た 判 決 に よ り 当 産 業 界 の 労 働 組 合 は 以 前 に も ま し て 困 難 な 時 期 を 迎 え て
90 犬
いったのである。 ／
新 コンチ ネンタルのパ イロット労働組合 は，この最高裁判所 の判決と当 社
の経営業績向上の中 で崩壊してい った。1984 年8 月26 日に当社パ イロ ット
の大多 数 は， パ イロ ヅト 労 働組 合 か ら脱退 する。4 月16 日 に当 労働 組 合
ヒュ ースト ン地区会長 は， スト ライキ決行中の組合員 にピケット ライ ンか ら
の撤退 と職場への復帰とを指示 したのであ る70）。 こ れは当社 の歴史 にお け る
労働運動 の転換を示す劃期的 な出来事 とな ったのであ る。
こ うして新 コンチ ネンタルは,1984 年 に5 ヶ年連続 の赤字の苦境か ら脱出
し,5,027 万ドルの純利益 を誇示 することができた。手持現金 も前年度比 で約2
倍の1 億5,210 万 ドルであ る。 こ のような業績向上 は表la の諸指標か ら
明らかな如 く，当産業界全体的な状況 にもよ るものであり， 合衆国経済活動
の拡大化に伴 って惹 き起さ れた航空需要の伸長が主な原 因であ った。当 社経
営陣 はこうした中 で, 従業員 に対 して経営 参加を呼 びかけた。即 ち利益配分，
持株 そして報酬金制度を新設 した。そ して第一年度目の利益配分額は800 万
ドルだ9 た。 当社 の経営業 績戸 向上 と と もに従業員 は再 び10・000人を 超え
た。108 機を擁 する当社航空機 の座席利用率 はこの年 に当産業 界では最高 の60
パ ーセ ントに達した。DC-102 機,MD-806 機 の更新 も支障 なく行な わ
れていった。乗客収益 は10 億5,897 万 ドル, 総営業収益 もii 億8,537 万 ド ル
の大台 にのった。 ロレンソの狙 った利益 増大 のための労務費削減 は， 全国的
な労働組合運動の弱体化の中で， 確かに実 現された。当 社が規制廃止後 の当
産業界で存続するための「より多 くの サーヴィスを， より少 ない運賃」 で提











べて 格段 の資 金 を必 要 と し た広 胴 機 の導 入， そ して二 度 にわ た る石 油 価 格 の
暴 騰 により， 航 空 会 社 の財 務 内 容 は， 全 体 的 に み て， 悪 化 こ そ す れ改 善 か ら
は程遠 い状況 にあ ったと い え る。 民 間 航空 委員 会 は， 当 産 業 界 の標 準利 益 率
と して1960 年 代 に10.5 パ ー セ ン ト そ して1940 年 代 に は12 パ ーセ ントを 設
定 し たが， こ れ ら はあ く ま で も希 望 数 値 の範 囲 を て る こ と はな か った ので あ
る72)。こう して 当産 業 界全 体 を み るか ぎり1970 年 代後 半 の短 期 間 の好 況 も√
大 きな影響 を もたな か っ た こ と は明 ら かで あ ろ う。 しか しな が ら破 産 に追 い
こま れたの は幹 線 航空 会 社 の中 で は， こ の二 社 だ け な ので あ る。
会 社挫 折 の原 因 と兆 候 とを 調 査 し た ジ ョ ン ・ ア ー ジェ ン テ イは， 次 の12
の 契 機 が 挫 折 に い た る歴 史 の中 で み ら れ る こ とを 明 らか に し た。 即 ち,(1)
トy プ ・ マ ネ ジメツ ト,(2) 会 計 晴報 シ ステ ム,(3) 環 境 の長 期 変 化,(4) 無 理 な
営業 拡張,(5) 巨 大プ ロ ジェ クト， ㈲負 債比 率 を示 す ギ ャ リ ング，(7)一 般 的 な
企業 リス ク,(8) 社 会的 制 約,(9) 財務 比 率 ， ㈲ 粉 飾 会計,(11) 非 財 務的 兆 候 そ し
て(12)最 後 の数 ヶ 月 で あ る73)。 更 に こ の よ う な契 機 の 複合 作 用 に よ って 発 生 す
る会 社挫折 に は次 の三 つ の タ イプ が み ら れ る ことを 指 摘 し た。 即 ち(a)会 社 設
立 後 業 績 が 向 上 す る こ と な く， ニ ー 三 年 間 の う ち に挫 折 す る タ イプ ！ の 会
社,(b) 非 常 に驚 異的 な繁 栄 を 示 し た後 に， 大 々 的 に注 目 さ れな が ら挫 折 す る
タイプ2 の会 社 そ して(c)営 業 が 数年 或 い は数十 年 に わた って続 け ら れた 後 に
突 然 挫折 す る成 熟 して い た タ イプ3 の 会 社 で あ る74)。 この よ う な要 約 は， ブ
ラニ フと コ ンチ ネ ンタル の破 産 を理 論 的 に 整理 す る際 に も極 め て 有力 な啓 示
を与 えて く れる ので あ る。
経営 企業 体 が物 的 そ して 人 的 資 源 の集 積 体 であ る限 り， 会 社 破産 と は こ の
二 大 要 素 の合 理 的 か つ有 機 的 結 合 の破 壊 な ので あ るよ1970
年 代 に入 って か ら の広 胴 機 の 出現 は，当 産業 界に 購 入 資 金 の莫 大 な需
要 を 発生 させ た。 こ の資 金 の捻 出 に は， 自 己 資 本 金を あ て るか 借入 金 に頼 る
か の二方 法 しか な い。 当産 業 界 で は， この 借 入 金方 式 に 依存 す る傾 向 が長 期
間 に み ら れ たの であ る。表3 ・4 の統 計 数 値 か ら も明 らか な如 く,1970 年 代
に 入 って か らの両 社 の長期 負 債 額 は√ まさ し く天文 学的 数 値 に達 して い る。
ま た環 境 の長 期 的 変 化 か ら も由来 した運 転 資 本 の不 足 は， 両 社 の夫 々 の破 産
年 度 まで も続 く。 こ うして 両 社 と も短 期 的 に も長 期 的 に も， 財 務 資 金欠 乏 に
苦 し んだ の であ っ た。 こ れ は ア ー ジェ ンテ イの(3),(4),(5),(6),(7) そ して(9)
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＊Z ＝0.012 ×1 十〇.014×2十〇.033×3 十〇.006×4 十
〇.999×5x,
＝運 転 資本/ 総 資産x?
＝留 保利益/ 総 資産X3=
税 控除 前利益/ 総 資 産X,
こ株式 市場 価格/ 負債帳 薄額X5
＝売上 高/ 総 資産























アルト マン数 値 のIM 以下 は破産危険度 が極 めて高 い ことを


























































はなかった。 ブ ラニフとコンチネンタルの破産 と更生 の歴史 は，新 しい環境
出現 という事態 の変化には新 しい人間が,「合理的 経営者」が対応 すべきであ
ることを教示 して いるのであ る。
破産法第11 章申請か ら34 ヶ月後の1986 年7 月に新 コ ンチ ネ ンタルは，
当章の拘 束か ら漸く解 き放た れる。 漸増 する営業利益 により， 約8 億ドルの
負債に対 して1 ドル当り100 セ ントの上乗せ金を付加 して返済を始 めてい っ
た。営業規模 も破産当時に比 べて約40 パーセント拡大 してい る。「合理的経
営者」フラ ンシスコ・ロレ ンソの経営戦略はこうして当面成功 した。彼 はそ

















































































）1983 年当時，労務費は労働組合のある企業で は，総営業費の33 ～37 パーセン
































（本稿 の要 旨 は第28 回 経営 史 学 会 ［1988 年 於 東 北大 学］ に お いて 発 表 さ
れ た。 ま た本 稿 作 成 にあ たり柴E日匡 平 そして手 島尚 氏 に 資 料 収 集 でお 世話 頂
い た。 記 して 感 謝 す る。）
